
令 和 ４ 年 度 

久喜市国民健康保険特別会計予算 





議 案 第    号 

 

令和４年度久喜市国民健康保険特別会計予算 

 

 

令和４年度久喜市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１５，７５４，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」に

よる。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一

時借入金の借入れの最高額は、６００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における款内でのこ

れらの経費の各項の間の流用 

 

 

令和４年  月  日提出  

 

 

                  久 喜 市 長  梅 田 修 一 
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第１

歳

1 手 数 料 1

　

3 国 庫 支 出 金

入

1

1 国 庫 補

（

助 金 1

4 県

単

支 出 金 11,325,

位

390

1 県

：

負 担 金 ・ 補 助 金 11,

千

325,389

円

2 財政安定化基金

）

交付金 1

5

表

財 産 収 入 32

1 財 産 運 用 収 入 32

6 繰 入 金 1,324,896

1 一 般 会 計 繰 入 金 954,030

款

2 基 金 繰 入 金 3

項

70,866

金

7 繰 越 金 200,0

　

00

1 繰 越

　

　

金 200,000

　

8 諸 収 入 52,

　

430

1 延

　

滞金、加算金及び過料

額

44,002

2 市 預 金 利 子 6

3 貸 付 金 元 利 収 入 1

4 雑 入 8,421

歳　　　入　　　合　

歳

　　計 15,754,000

1 国 民 健 康

入

保 険 税 2,851,2

歳

50

1 国 民

出

健 康 保 険 税 2,851

予

,250

2

算

使 用 料 及 び 手 数 料 1

－　　－354



歳　出 （単位：千円）

款 項 金　　　　　額

1 総 務 費 234,744

1 総 務 管 理 費 233,710

2 徴 税 費 134

3 運 営 協 議 会 費 471

4 趣 旨 普 及 費 429

2 保 険 給 付 費 11,188,502

1 療 養 諸 費 9,793,265

2 高 額 療 養 費 1,348,634

3 移 送 費 150

4 出 産 育 児 諸 費 33,617

5 葬 祭 諸 費 12,500

6 傷 病 手 当 諸 費 336

3 国民健康保険事業費納付 4,069,572
金

1 医 療 給 付 費 分 2,749,451

2 後期高齢者支援金等分 957,971

3 介 護 納 付 金 分 362,150

4 共 同 事 業 拠 出 金 2

1 共 同 事 業 拠 出 金 2

5 財政安定化基金拠出金 1

1 財政安定化基金拠出金 1

6 保 健 事 業 費 230,094

1 特定健康診査等事業費 165,188

2 保 健 事 業 費 64,906

7 基 金 積 立 金 32

1 基 金 積 立 金 32

8 諸 支 出 金 21,053

1 償還金及び還付加算金 21,052

2 繰 出 金 1

9 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

歳　　　出　　　合　　　計 15,754,000
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令 和 ４ 年 度 
 

 

 

 
 

久喜市国民健康保険特別会計 

予 算 に 関 す る 説 明 書 
 





 

1 国 民 健 康 保 険

出

税 2,851,250

 

18.1 2,755,

予

800 17.7 95,

 

450 3.5

算

2 使 用 料 及

 

び 手 数 料 1 0.0 1 0

事

.0 0 0.0

 

3 国 庫 支 出

項

金 1 0.0 1 0.0 0

 

0.0

別

4 県 支 出 金 11,

 

325,390 71.

明

9 11,087,36

 

9 71.2 238,0

細

21 2.1

 

5 財 産 収 入 3

書

2 0.0 77 0.0 △

1

45 △58.4

総

6 繰 入 金

　

1,324,896 8

括

.4 1,588,279 10.2 △263,383 △16.6

7 繰 越 金 200,000 1.3 100,000 0.6 100,000 100.0

8 諸 収 入 52,430 0.3 52,47

　

3 0.3 △43 △0.

(

1

歳

歳 入 合 計 15

　

,754,000 10

入

0.0 15,584,

)

000 100.0 17

（

0,000 1.1

単位

歳

：千円）

款 本年度予算

 

額 構成比 前年度予算額

入

構成比 比　　　　較 増

 

減率

　(％) 　(％)

歳

　(％)
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　(％) 　(％) 　(％)

1 総 務 費 234,744 1.5 253,989 1.6 △19,245 △7.6

2 保 険 給 付 費 11,188,502 71.0 10,963,168 70.4 225,

　

334 2.1

(歳　

3 国民

出

健康保険事業費納付金

)

4,069,572 25.8 4,101,210 26.3 △31,638 △0.8

4 共 同 事 業 拠 出 金 2 0.0 3 0.0 △1 △33.3

5 財政安定化基金拠出金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

6 保 健 事 業 費 230,094 1.5 234,499 1.5 △4,405 △1.9

7 基 金 積 立 金 32 0.0 77 0.0 △45 △58.4

8 諸 支 出 金 21,053 0.1 21,053 0.1 0 0.0

9 予 備 費 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

歳 出 合 計 15,754,000 100.0 15,584,000 1

款

00.0 170,00

本

0 1.1

年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比 比　　　　較 増減率
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　　　　定　　　　財　　　　源
一 般 財 源

国 ・ 県 支 出 金 地　方　債 そ　の　他

9,075 225,669

11,141,119 47,383

（単位

130

：

,671 379,28

千

6 3,559,615

円）

本　

2

　年　　

1

度　　予　

4

　

4,526 1 185,

算

567

　　額　

32 0

　の　　

21,

財

053

　　源　

10,000

　内　　訳

11,325,391 379,319 4,049,290

特
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2 退職被保険者等国民健康保険税 2,350 2,900 △550

1 医療給付費分滞納繰越分 1 医療給付費分滞納繰越分 1,900 1,900 0

計 1,900 1,900 0

2 後期高齢者支援金分滞納繰越分 1 後期高齢者支援金分滞納繰越分 50 500 △450

計 50 500 △450

1 一

3 介護納付金分

般

滞納繰越分 1 介護納付

被

金分滞納繰越分 400

保

500 △100

険者国民健

計 400

康

500 △100

保険税

計 2,851,2

2

50 2,755,80

,

0 95,450

（款）

8

２使用料及び手数料 （

4

項） １手数料

8

1 総

,

務手数料 1 1 0

90

1 証明手数料 1 加入証

２

0

明手数料 1 1 0

2,

計 1

7

1 0

52

計 1 1

,

0

（款） ３国庫支出金

9

（項） １国庫補助金

00

1 災害臨時特例補助

歳

9

金 1 1 0

6

1 災害

,

臨時特例補助金 1 災害

0

臨時特例補助金 1 1 0

00

入

1

（

医療給付費分現年課税

款

分 1 医療給付費分現年

）

課税分 1,925,0

１

00 1,848,00

国

0 77,000

民健康保険

計 1,92

税

5,000 1,848

（

,000 77,000

項） １

2 後期高齢者

国

支援金分現年課税分 1

民

後期高齢者支援金分現

健

年課税分 606,00

康

0 585,000 21

保

,000

険税

計 606,000 585,000 21,000

3 介護納付金分現年課税分 1 介護納付金分現年課税分 180,000 174,000 6,000

計 180,000 174,000 6,000

4 医療給付費分滞納繰越分 1 医療

目

給付費分滞納繰越分 8

・

8,900 98,60

節

0 △9,700

名 細 節 

計 88,9

名

00 98,600 △9

本

,700

 年

5 後

 

期高齢者支援金分滞納

度

繰越分 1 後期高齢者支

前

援金分滞納繰越分 32

 

,800 30,700

年

2,100

 度 比　較

計 32,800 30,700 2,100

6 介護納付金分滞納繰越分 1 介護納付金分滞納繰越分 16,200 16,600 △400

計 16,200 16,600 △400
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　　名 充 当 額

一般財源 退職被保険者等に係る医療給付費分滞納繰越分の国民健康

保険税です。

一般財源 退職被保険者等に係る後期高齢者支援金分滞納繰越分の国

民健康保険税です。

一般財源 退職被保険者等に係る介護納付金分滞納繰越分の国民健康

保険税です。

一般財源 加入証明発行に係る手数料です。

一般被保険者医療給付費分国保事業費納付金事業 1 東日本大震災の被災に伴う保険税の減免及び療養の給付等

に係る一部負担金の免除に要した費用の一部が交付される

一般財源 一般被保険者に係る医療給付費分現年課税分の国民健康保

険税です。

一般財源 一般被保険者に係る後期高齢者支援金分現年課税

（

分の国民

単

健康保険税

位

です。

：千円）

歳　出　事

一般財源 一般被

　

保険者に係る介護納付

業

金分現年課税分の国民

　

健康保

別

険税です。

　充　当　先

一般財源 一般被保険者に係る医療給付費分滞納繰越分の国民健康保

険税です。

一般財源 一般被保険者に係る後期高齢者支援金分滞納繰越分の国民

健康保険税です。

歳　　入　　概　

一般

　

財源 一般被保険者に係

要

る介護納付金分滞納繰

事

越分の国民健康保

　

険

　

税です。

　業　
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3 県繰入金 67,219 62,719 4,500

4 特定健診等負担金 35,526 43,048 △7,522

計

計 184,

1

606 173,765

1

10,841

0

計 11,325,389 11,087,368 238,021

（款） ４県支出金 （項） ２財政安定化基金交付金

1 財政安定化基金交付金 1 1 0

1 財政安定化基金交付金 1 財政安定化基金交付金 1 1 0

（款

計 1 1 0

（款） ４県

）

支出金 （項） １県負担

３

金・補助金

国

1 保険

庫

給付費等交付金 11,

支

325,389 11,

出

087,368 238

金

,021

（

1 保険

項

給付費等交付金（普通

）

交付金） 1 保険給付費

１

等交付金（普通交付金

国

） 11,140,78

庫

3 10,913,60

補

3 227,180

助金

目・節名 細 節 名 本 年

計 11,140,

 

783 10,913,

度

603 227,180

前 年 

2 保険給付費

度

等交付金（特別交付金

比

） 1 保険者努力支援分

　

45,261 51,0

較

21 △5,760

2 特別調整交付金分 36,600 16,977 19,623
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額

者医療給付費分国保事業費納付金事業 25,389

特定健康診査事業 304

特定保健指導事業 1,496

一般被保険者医療給付費分国保事業費納付金事業 67,219 県内で調整すべき市町村の特別な事情に要する費用に対す

る交付金です。

特定

補

健康診査事業 35,0

助

48 特定健康診査等に

金

要する経費に対する交

で

付金です。基準単

す。

特定保健指導事業 478 価により積算された額の２／３が交付されます。

184,606

1

11,325,389

一般被保険者医療給付費分国保事業費納付金事業 1 給付増や保険税収納不足により財源不足となった場合、県

に設置される財政安定化基金から受けることができる交付

金です。


交付は、災害、景気変動等の特別な事情が生じた場合、財

源不足額のうち保

1

険税収納不足額の１／２以内の額が交付

されます。

一般被保険者療養給付事業 9,692,513 療

（

養の給付等に要する費

単

用に対する交付金です

位

。

：

退職被保険者等

千

療養給付事業 100

円）

一般被保険者療養費

歳

支給事業 81,329

　出

退職被保険者等療

　

養費支給事業 50

事　

審査支払手数料納付事

業

業 18,007

　

一

別

般被保険者高額療養費

　

支給事業 1,347,

充

130

　

退職被保険

当

者等高額療養費支給事

　

業 100

先

一般被保険者高額介護合算療養費支給事業 1,354

退職被保険者等高額介護合算療養費支給事業 50

一般被保険者移送費支給事業 100

退職被保険者等移送費支給事業 50

11,140,783

一般

歳

被保険者医療給付費分

　

国保事業費納付金事業

　

38,061 医療費適

入

正化、予防・健康づく

　

りなどの取組状況に対

　

する

概

特定健康診査

　

事業 1,217 交付金

　

です。

要

特定保健指

事

導事業 5,983

　　　業

一般

　

管理業務経費 9,07

　

5 市町村の災害等特別

　

な事情に要する費用に

名

対する交付金で

充

傷

 

病手当金支給事業 33

当

6 す。

 

一般被保険
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業繰入金 1 国保財政安定化支援事業繰入金 60,083 59,967 116

計 60,083 59,967 116

計 954,030 969,704 △15,674

計

（款） ６繰入金 （項）

1

２基金繰入金

1

1 基

0

金繰入金 370,866 618,575 △247,709

1 保険給付費等支払基金繰入金 1 保険給付費等支払基金繰入金 370,866 618,575 △247,709

計 370,866 618,575 △247,709

計 1

計 370,

1

866 618,575

0

△247,709

（款） ７繰

（

（

越金 （項） １繰越金

款）

1 前年度繰越金 20

５

0,000 100,0

財

00 100,000

産収

1 前年度繰越金 1

入

前年度繰越金 200,

（

000 100,000

項

100,000

款

） １

計 200,

財

000 100,000

産

100,000

運用収入

） ４

1 利子及び配当金 32

県

77 △45

支

1 利

出

子及び配当金 1 保険給

金

付費等支払基金利子 3

（

2 77 △45

項） ２財

計 32 77 △4

政

5

安定

計 3

化

2 77 △45

（款

基

） ６繰入金 （項） １一

金

般会計繰入金

交

1 一

付

般会計繰入金 954,

金

030 969,704 △15,674

1 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分 1 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分 383,512 370,114 13,398

） ）

計 383,512 370,114 13,398

2 保険基盤安定繰入金（保険者支援分 1 保険基盤安定繰入金（保険者支援分 251,003 250,708 295

目・節名

） ）

計 251,0

細

03 250,708 2

 

95

節 

3 職員給

名

与費等繰入金 1 職員給

本

与費等繰入金 224,

 

692 252,964

年

△28,272

 度 前

計

 

224,692 252

年

,964 △28,27

 

2

度 比

4 出産育児

　

一時金等繰入金 1 出産

較

育児一時金等繰入金 22,400 23,800 △1,400

計 22,400 23,800 △1,400

5 その他一般会計繰入金 1 その他一般会計繰入金 12,340 12,151 189

計 12,340 12,151 189

6 国保財政安定化支援事
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充 当 

一般財源 国民

額

健康保険財政の健全化及び保険税負担の平準化に資す

るための繰入金です。

1

一般被保険者医療給付費分国保事業費納付金事業 246,247 保険給付費等の支払いに係る基金繰入金です。

一般被保険者後期高齢者支援金等分国保事業費納付金 90,431

事業

介護納付金分国保事業費納付金事業 34,188

370,866

37

1

0,866

一般財源 前年度からの繰越金です。

保険給付費等支払基金積立金事業 32 保険給付費等支払基金の預金利子です。

32

32

（単位：千円）

歳

一般財源 保険

　

基盤安定のための保険

出

税軽減分の繰入金です

　

。

事　業　別　充　当　先

一般財源 保険基盤安定のための保険者支援分の繰入金です。

一般財源 国民健康保険特別会計の職員給与費等に係る繰入金です。

歳　

一般財

　

源 出産育児一時金に係

入

る繰入金です。

　　概　　要

事　

一

　

般財源 その他一般会計

　

の繰入金です。

業　　　名
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一般被保険者第三者納付金 8,416 8,416 0

計 8,416 8,416 0

2 退職被保険者等第三者納付金 1 1 0

1 退職被保険者等第三者納付金 1 退職被保険者等第三者納付金 1 1 0

計 200

計 1 1 0

,0

3

0

一般被保険者返納金 1

0

1 0

1

1 一般被保

0

険者返納金 1 一般被保

0

険者返納金 1 1 0

,000 1

計 1 1 0

00,

4 退職被保険者

0

等返納金 1 1 0

00

1 退職被保険者等返納

（

金 1 退職被保険者等返

款

納金 1 1 0

） ８諸収入 （項

（

） １延滞金、加算金及

款

び過料

）

1 一般被保

７

険者延滞金 43,00

繰

0 43,000 0

越金

1 延滞金 1 一般被保

（

険者延滞金 43,00

項

0 43,000 0

） １繰越

計 43,000 43,

金

000 0

2 退職被保険者等延滞金 1,000 1,000 0

1 延滞金 1 退職被保険者等延滞金 1,000 1,000 0

計 1,000 1,000 0

3 一般被保険者加算金 1 1 0

1 一般被保険者加算金 1 一般被保険者加算金 1 1 0

計 1 1 0

目・節

4 退職被保険者

名

等加算金 1 1 0

細 

1 退職被保険者等加算

節

金 1 退職被保険者等加

 

算金 1 1 0

名 本

計 1 1

 

0

年 

計 44,

度

002 44,002 0

前

（款） ８諸収入 （項）

 

２市預金利子

年

1 市

 

預金利子 6 10 △4

度 比

1 市預金利子 1 市

　

預金利子 6 10 △4

較

計 6 10 △4

計 6 10 △4

（款） ８諸収入 （項） ３貸付金元利収入

1 出産費資金貸付金元利収入 1 1 0

1 出産費資金貸付金元利収入 1 出産費資金貸付金元利収入 1 1 0

計 1 1 0

計 1 1 0

（款） ８諸収入 （項） ４雑入

1 一般被保険者第三者納付金 8,416 8,416 0

1 一般被保険者第三者納付金 1
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一般被保険者医療給付費分国保事業費納付金事業 8,416 第三者行為による医療給付費損害賠償金です。

8,416

退職被保険者等医療給付費分国保事業費納付金事業 1 第三者行為による医療給付費損害賠償金です。

1

一般被保険者医療給付費分国保事業費納付金事業 1 不当利得等徴収金の過払分医療費の返納金です。

1

退職被保険者等医療給付費分国保事業費納付金事業 1 不当利得等徴収金の過払分医療費の返納金です。

一般財源 納期限後に納付された国民健康保険税に係る延滞金です。

（単位：千円）

歳

一般

　

財源 納期限後に納付さ

出

れた国民健康保険税に

　

係る延滞金です。

事　業　別　充　当

一般財源 不正

　

利得徴収金に係る加算

先

金です。

一般財源 不正利得徴収金に係る加算金です。

一般財源 歳計現金の預金

歳

利子です。

　　入　　概　　要

事　　　

出産費資金貸付事

業

業 1 出産費資金貸付金

　

の返還金です。

　

1

　名 充

1

 当 額
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計 1 1 0

5 雑入 2 41 △39

（

1 雑入 1

款

療養指定公費負担金 1

）

1 0

８諸収入 （項） ４雑

2 督促手数料 1 1

入

0

計 2 41 △39

計 8,421 8,460 △39

目・節名 細 節 名 本 年 度 前 年 度 比　較
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1

一般被保険者医療給付費分国保事業費納付金事業 1 前期高齢者の一部負担金負担割合の特例措置に伴う国民健

康保険団体連合会からの納付金です。

一般財源 合併前の栗

（

橋町及び鷲宮町の国民

単

健康保険税の督促手数

位

料

：

です。

千

1

円）

歳　

8,420

出　事　業　別　充　当　先

歳　　入　　概　　要

事　　　業　　　名 充 当 額
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一般財源

3 総合事務組合負担金 10,499 11,026 △52

国

7 10,499

県支出金 地方債

事業

その他

【人事課】

4 一般管理業務経費 72,245 70,108 2,137 県 9,075 63,170

【収納課・市民課（

総合窓口）・国民健

康保険課・出納室】

1 一般管理費 230,906 251,044 △20,138 9,075 221,831

1 職員給与費 134,599 153,64

３

3 △19,044 13

歳

4,599

出

（款） １

【人事課・市民

総

課（

務費 （項）

総合窓口）

１

・国民健

総務

康

管

保険課】

理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　定　財

2 会

　

計年度任用職員給 13

源

,563 16,267 △2,704 13,563

与費

【人

目

事課】

・事業名 本　年　度 前　年　度 比　較
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（会

  計年度任用職員） 2,041

区

8 旅

　

費 71 ○費用弁償

分 金　額

18 負 担 金 、 補 助 10,499 ○総合事務組合負担金（常勤職員） 9,477 総合事務組合への負担金です。

及 び 交 付 金 ○総合事務組合負担金（会計年度任

  用職員） 1,022

8 旅 費 48 ○普通旅費 25 国民健康保険事務の一般管理業務に要する

○研修旅費 23 経費です。

10 需 用 費 1,151 ○消耗品費 298

○印刷製本費 412

○追録代 332

○図書費 109

11 役 務 費 24,604 ○郵送料 19,121

○切手代 68

○システム回線費 645

○第三者行為損害賠償求償事務共同

  処理手数料 249

○口座振替手数料 693

○コンビニ等収納手数料 3,146

○ペイジー収納手数料 627

2 給 料 67,521 ○一般職給料２０人 関係部署の職員の給与費です。

3 職 員 手 当 等 44,793 ○扶養手当 1,656 ・任期の定めのない常勤職員２０人

○地域手当 4,278

○住居手当 1,506

○

（

通勤手当 1,129

単位

○時間外勤務

：

手当 5,117

千円

○管理職手当 2,

）

112

○期末手当 16,061

○勤勉手当 12,394

○児童手当 540

4 共 済 費 22,285 ○地方公務員共済組合等負担金（一

  般職） 22,149

節

○地方公務員災害補償基金負担金（

  一般職） 136

説　

1 報 酬 1,568

　

○会計年度任用職員報

明

酬８人 関係部署の会計

事

年度任用職員の給与費

　

です

業　

2 給 料 7,565 ○会

概

計年度任用職員給料４

　

人 。

要

3 職 員 手 当 等 2,313 ○地域手当 454 ・事務補助員４人

○通勤手当 255 ・保健事業推進員（管理栄養士、栄養士、

○期末手当 1,604 歯科衛生士、保育士）８人

4 共 済 費 2,046 ○社会保険料（会計年度任用職員） 5

○地方公務員共済組合等負担金
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源

運営協議会費 471 556 △85 471

1 運営協議会業務経費 471 556 △85 471

国県支出金

【国民健康保険

地

課】

方債 その他

計 471 556 △85 471

（款） １総務費 （項） ４趣旨普及費

1 趣旨普及費 429 429 0 429

1 趣旨普及事業 429 429 0 429

【国民健康保険課】

計 429 429 0 429

（款） ２保険給付費 （項） １療養諸費

1 一般被保険者療養給付費 9,692,513 9,491,424 201,089 9,692,513 0

（款） １総務費 （項） １総務管理費

本　年　度　

2 連合会負担金 2

の

,804 1,801 1

　

,003 2,804

財　

1 連合会

源

負担金事業 2,804

　

1,801 1,003

内

2,804

　訳

特　定

【国

　

民健康保険課】

財　源

計 233,710 252,845 △19,135 9,075 224,635

（款） １総務費 （項

目

） ２徴税費

・事

1 賦課徴収費 134

業

159 △25 134

名 本

1 賦課業

　

務経費 134 159 △

年

25 134

　度 前　年

【国民健康保険

　

課】

度 比　

計 134 159

較

△25 134

（款） １

一

総務費 （項） ３運営協

般

議会費

財

1
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区　分 金　

1 報 酬

額

420 ○国民健康保険運営協議会委員報酬 国民健康保険運営協議会に係る経費です。

  １６人

8 旅 費 9 ○費用弁償

18 負 担 金 、 補 助 42 ○埼玉県国保協議会負担金

及 び 交 付 金

10 需 用 費 429 ○消耗品費 国民健康保険の制度普及に係る経費です。

○クレジット収納手数料 44

○点字翻訳料 11

12 委 託 料 46,442 ○収納管理徴収電算業務委託料 5,429

○国保総合システム管理業務委託料 17,998

○国民健康保険実績報告書等作成シ

  ステム管理業務委託料 198

○住民情報システム管理業務委託料 8,921

○住民情報シ

（

ステム改修業務委託料

単

9,075

位：

○レセプト点検業務委

千

託料 4,515

円）

○ペイジー収納業務委託料 300

○クレジット収納業務委託料 6

18 負 担 金 、 補 助 2,804 ○埼玉県国民健康保険団体

節

連合会会 国民健康保険団体連合会への負担金です。

及 び 交 付 金   員負担金 1,779

○オ

説

ンライン資格確認等シ

　

ステム及

　

 

明

 び中間サーバー等運

事

営負担金 1,025

　業　概　要

10 需 用 費 117 ○印刷製本費 国民健康保険税の賦課に係る経費です。

11 役 務 費 17 ○点字翻訳料
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財源

事業

国県

【国

支

民健康保険課】

出金

計 9

地

,793,265 9,

方

594,527 198

債

,738 9,791,

そ

999 1,266

（款

の

） ２保険給付費 （項）

他

２高額療養費

1 一般被保険者高額療養費 1,347,130 1,319,181 27,949 1,347,130 0

1 一般被保険者高額療 1,347,130 1,319,181 27,949 県 0

養費支給事業 1,347,130

【国民健康保険課】

2 退

1

職被保険者等高額療養

一

100 100 0 100

般

0

被

費

保険

1 退職被保険者

者

等高額 100 100 0

療

県 100 0

養給 9,69

療養費支

2

給事業

,51

【国民健康保

3

険課】

9

3

,

一般被保険者高額介護

4

合 1,354 940 4

9

14 1,354 0

1,

算療養費

42

1 一般被保険者

4

高額介 1,354 94

2

0 414 県 1,354

0

0

1,089 県

護合算療養費

0

支給事

業

【国民健康保険課】

4 退職被保険者等高額介護 50 50 0 50 0

合算療養費

（款）

付事業

２

9,692,513

保険給

【国

付

民健康保険課】

費 （

2 退職被保険者

項

等療養給付 100 10

）

0 0 100 0

１療

費

養

1 退

諸

職被保険者等療養 10

費

0 100 0 県 100 0

給付事業

本　年

【国民健康保

　

険課】

度

3

　

一般被保険者療養費 8

の

1,329 79,64

　

2 1,687 81,3

財

29 0

　源

1 一般被保険者療養費

　

81,329 79,6

内

42 1,687 県 81

　

,329 0

訳

特　定　

支給事業

財　源

【国民健康保険課】

4 退職被保険者等療養費 50 50 0 50 0

1 退職被保険者等療養 50 50 0 県 50 0

目・事

費支給

業

事業

名 本　

【国民健康保険課】

年　

5 審査支

度

払手数料 19,273

前

23,311 △4,0

　

38 18,007 1,

年

266

　度

1 審査支払手数料納付

比

19,273 23,3

　

11 △4,038 県 1

較

8,007 1,266

一般
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手数料 国民健康保険団体連合会が行うレセプ

区

トの

　分

12 委 託 料 821 ○国

金

保総合システム管理業

　

務委託料 審査・支払い

額

及び入力に係る経費の手数料

です。

18 負 担 金 、 補 助 1,347,130 ○一般被保険者高額療養費負担金 国民健康保険一般被保険者の高額療養費に

及 び 交 付 金 係る保険者負担金です。

18 負 担 金 、 補 助 100 ○退職被保険者等高額療養費負担金 国民健康保険退職被保険者の高額療養費に

及 び 交 付 金 係る保険者負担金です。

18 負 担 金 、 補 助 1,354 ○一般被保険者高額介護合算療養費 国民健康保険一般被保険者の高額介護合算

及 び 交 付 金   

1

負担金 療養費に係る保

8

険者負担金です。

負 担 金 、 補 助 9,692,513 ○一般被保険者療養給付費負担金 国民健康保険一般被保険者の医療費に係る

及 び 交 付 金 保険者負担金です。

（

18 負 担 金 、 補 助 10

単

0 ○退職被保険者等療

位

養給付費負担金 国民健

：

康保険退職被保険者の

千

医療費に係る

円）

及 び 交 付 金 保険者負担金です。

18 負 担 金 、 補 助 81,329 ○

節

一般被保険者療養費負担金 国民健康保険一般被保険者の療養費に係る

及 び 交 付 金 保険者負担金です。

説　　明 事　業　

1

概

8 負 担 金 、 補 助 50 ○

　

退職被保険者等療養費

要

負担金 国民健康保険退職被保険者の療養費に係る

及 び 交 付 金 保険者負担金です。

11 役 務 費 18,452 ○診療報酬審査支払
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般

1 出産育児

財

一時金支払 17 19 △

源

2 17

手数料納付事業

国県

【国民健康保険課】

支出

計 3

金

3,617 35,71

地

9 △2,102 33,

方

617

（款） ２保険給

債

付費 （項） ５葬祭諸費

その

1 葬祭費

他

12,500 12,500 0 12,500

1 葬祭費支給事業 12,500 12,500 0 12,500

【国民健康保険課】

計 12,500 12,500 0 12,500

（款） ２保険給付費 （項） ６傷病手当諸費

1 傷病手当金 336 1 335 336 0

1 傷病手当金支給事業 336 1 335 県

1

336 0

退職被保険

【国民健康

者

保険課】

等高額 50 50 0 県 5

計 33

0

6 1 335 336 0

0

（

介護合算療養

款

費支給

） ２保険

事業

給付

【国民健康保険課】

費 （

計 1

項

,348,634 1,

）

320,271 28,

２

363 1,348,6

高

34 0

（款） ２保険給

額

付費 （項） ３移送費

療養

1 一般被保

費

険者移送費 100 100 0 100 0

1 一般被保険者移送費 100 100 0 県 100 0

本　年　

支給事業

度　の

【国民健

　

康保険課】

財　

2 退職被保険者等移

源

送費 50 50 0 50 0

　内

1 退職

　

被保険者等移送 50 5

訳

0 0 県 50 0

特　定　財

費支給事業

　源

【国民健康保険課】

計 150 150 0 150 0

（款） ２保険給付費 （項） ４出産育児諸費

1 出産育児一時金 33,600 35,700 △2,100 33

目

,600

・事

1 出産育児一時金支

業

給 33,600 35,

名

700 △2,100 3

本

3,600

　年　度 前　

事業

年　

【

度

国民健康保険課】

比　

2 支払手数料

較

17 19 △2 17

一
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11 役 務 費 17

区

○出産育児一時金支払

　

手数料 出産育児一時金

分

の直接払いに係る手数

金

料で

　額

す。

18 負 担 金 、 補 助 12,500 ○葬祭費 国民健康保険被保険者の死亡に係る保険者

及 び 交 付 金 負担金です。

18 負 担 金 、 補 助 336 ○傷病手当金 国民健康保険に加入している被用者が新型

及 び 交 付 金 コロナウイルス感染症に感染又は感染した

疑いで労務に服することができない場合に

支給する傷病手当金です。

18 負 担 金 、 補 助 50 ○退職被保険者等高額介護合算療養 国民健康保険退職被保険者の高額介護合算

及 び 交 付 金   費負担金 療養費に係る保険者負担金です。

（単位：千

18 負 担 金

円

、 補 助 100 ○一般被

）

保険者移送費負担金 国民健康保険一般被保険者の移送費に係る

及 び 交 付 金 保険者負担金です。

18 負 担

節

金 、 補 助 50 ○退職被保険者等移送費負担金 国民健康保険退職被保険者の移送費に係る

及 び 交 付 金 保険者負担金です。

説　　明 事　業　概　要

18 負 担 金 、 補 助 33,600 ○出産育児一時金 国民健康保険被保険者の出産に係る保険者

及 び 交 付 金 負担金です。
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　年

齢者

　

支援金等分国保

度 比　較
一

事業費

般

納付金事業

財源

【国民健康保険課】

2 退職被保険者等後期高齢 50 500 △450 50

者支援金等

国

分

県

1 退

支

職被保険者等後期 50

出

500 △450 50

金 地方債 その

高

他

齢者支援金等分国

保事業費納付金事業

【国民健康保険課】

計 957,971 944,802 13,169 90,431 867,540

（款） ３国民健康保険事業費納付金 （項） ３介護納付金分

1 介護納付金分 362,150 344,708 17,442 34,188 327,962

1 介護

1

納付金分国保事 362

一

,150 344,70

般

8 17,442 繰 34

被

,188 327,96

保

2

険者医療給付

業費納付金

費

事業

2,7

【国

4

民健康保険課】

7,

計 362,

5

150 344,708

5

17,442 34,1

1

88 327,962

（

2

款） ４共同事業拠出金

,

（項） １共同事業拠出

8

金

0

1 その

9

他共同事業事務費拠 2

,

3 △1 2

8

出金

00 △62,249 130,671 254,665 2,362,215

（

分

款）

1 一般被保険

３

者医療給 2,747,

国

551 2,809,8

民

00 △62,249 国

健

1 繰 246,247 2

康

,362,215

保険事業費納付

付費分国保

金

事業費納 県 130,6

（

70 諸 8,418

項） １医療

付金事業

給付

【国民健康保険課

費

】

分

2 退職被保険者等医療給付 1,900 1,900 0 2 1,898

費分

1 退職被保険者等医療 1

本

,900 1,900 0

　

諸 2 1,898

年　度　の　財

給付費分国保事業費

　源　内　

納付金事

訳

業

【国民健

特

康保険課】

　定

計 2,749,

　

451 2,811,7

財

00 △62,249 1

　

30,671 254,

源

667 2,364,113

（款） ３国民健康保険事業費納付金 （項） ２後期高齢者支援金等分

1 一般被保険者後期高齢者 957,921 944,302 13,619 90,431 867,490

支援金

目

等分

・

1

事

一般被保険者後期高 9

業

57,921 944,

名

302 13,619 繰

本

90,431 867,

　

490

年　度 前
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期高齢

及 び 交 付 金   分国保事業費納付金 者支援金等分の国民健康保険事業費納付金

です。

区　分 金　額

18 負 担 金 、 補 助 50 ○退職被保険者等後期高齢者支援金 国民健康保険退職被保険者等に係る後期高

及 び 交 付 金   等分国保事業費納付金 齢者支援金等分の国民健康保険事業費納付

金です。

18 負 担 金 、 補 助 362,150 ○介護納付金分国保事業費納付金 国民健康保険被保険者に係る介護納付金分

及 び 交 付 金 の国民健康保険事業費納付金です。

18 負 担 金 、 補 助 2,747,551 ○一般被保険者医療給付費分国保事 国民健康保険一般被保険者に係る医療給付

及 び 交 付 金   業費納付金 費分の国民健康保険事業費納付金です。

（単位：千円）

18 負 担 金 、 補 助 1,900 ○退職被保険者等医療給付費分国保 国民健康保険退職被保険者等に係る医療給

及 び 交 付 金   事業費納付金 付費分の国民健康保険事業費納付金です。

節

説　　明 事　業　概　要

18 負 担 金 、 補 助 957,921 ○一般被保険者後期高齢者支援金等 国民健康保険一般被保険者に係る後
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比　較
一般財源

2 特定保健指導事業 13,975 20,698 △6,723 県 7,957 6,018

国県

【国民健康保険課】

支出金 地方債 その他

計 165,188 169,424 △4,236 44,526 120,662

1 退職被保険者等該当 2 3 △1 2

（

者リスト事務費

款

拠出

） ４共同

事業

事業

【国民健康保険

拠

課】

出金

計 2 3 △1 2

（款） ５

（

財政安定化基金拠出金

項

（項） １財政安定化基

）

金拠出金

１共

1 財政安定化基金拠出

同

金 1 1 0 1

事業

1 財政安定化基金

拠

拠出 1 1 0 1

出金

金事業

【国民健康保険課】

本　

計 1 1 0 1

（款）

年

６保健事業費 （項） １

　

特定健康診査等事業費

度　

1 特定健

の

康診査等事業費 165

　

,188 169,42

財

4 △4,236 44,

　

526 120,662

源　

1 特定

内

健康診査事業 151,

　

213 148,726

訳

2,487 県 36,569 114,644

特　定　財

【国民健

　

康保険課】

源目・事業名 本　年　度 前　年　度
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、 補 助 70 ○特定健康診査等共同広報事業分担

及 び 交 付 金   金

区　分

7

金

報 償 費 750 ○講師謝

　

礼 特定保健指導に係る

額

経費です。

8 旅 費 11 ○研修旅費

10 需 用 費 693 ○消耗品費 615

○印刷製本費 70

○図書費 8

11 役 務 費 371 ○郵送料 354

○切手代 17

13 使 用 料 及 び 賃 563 ○ＯＡ機器等借上料

借 料

18 負 担 金 、 補 助 11,587 ○糖尿病性腎症重症化予防対策事業

及 び 交 付 金   負担金

18 負 担 金 、 補 助 2 ○退職被保険者等該当者リスト事務 退職被保険者等該当者リスト作成に係る国

及 び 交 付 金   費拠出金 民健康保険団体連合会への拠出金です。

18 負 担 金 、 補 助 1 ○財政安定化基金拠出金 県が設置

（

する財政安定化基金へ

単

の拠出金で

位：

及 び 交 付 金 す。

千円）

節

10 需 用 費 1,669 ○消耗品費 480 特定健康診査に係る経費です。

○印刷製本費 1,189

説　

11 役 務 費 7,2

　

46 ○郵送料 5,59

明

8

事

○システ

　

ム回線費 484

業　

○切手代 34

概　

○診療情報提供

要

事務手数料 1,120

○点字翻訳料 10

12 委 託 料 142,228 ○特定健診等データ管理システム管

  理業務委託料 2,492

○特定健康診査業務委託料 139,736

18 負 担 金
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般財

事業

源

【国民健康保険課】

3 貸付金 1 1 0 1 0

国県

1 出産費資

支

金貸付事業 1 1 0 諸 1

出

0

金 地方債

【国民

そ

健康保険課】

の他

計 64,906 65,075 △169 1 64,905

（款） ７基金積立金 （項） １基金積立金

1 保険給付費等支払基金積 32 77 △45 32 0

立金

1 保険給付費等支払基 32 77 △45 財 32 0

金積立金事業

【国民健康保険課】

計 32 7

1

7 △45 32 0

（款）

保

８諸支出金 （項） １償

健

還金及び還付加算金

衛生

1 一般被保

普

険者保険税還付 20,

及

000 20,000 0

費

20,000

10

金

,

1 一

8

般被保険者保険税 20

2

,000 20,000

6

0 20,000

11,920 △

還付事業

1,0

【収納課】

94

2 退職被保険者等

1

保険税還 500 500

0

0 500

,

付金

826

1 保健衛生普及事業 5,968 6,718 △750 5,96

（

8

款） ６保

【国

健

民健康保険課】

事業費 （

2 保養施

項

設利用者助成 4,05

）

2 4,002 50 4,

２

052

保健事業費

事業

【国民健康保険課】

3 健康マイレージ助成 8

本

06 1,200 △39

　

4 806

年　度　の　

事業

財　源

【国民健康保険課】

　内

2 疾病予

　

防費 54,079 53

訳

,154 925 54,079

特　

1 人間ドック事業 38

定

,352 36,426

　

1,926 38,35

財

2

　源

【国民健康保険課】

目・

2 がん検診

事

助成事業 12,135

業

13,313 △1,1

名

78 12,135

本　年　度 前

【国民健康保険課

　

】

年　

3 健康づくり運

度

動教室 3,592 3,

比

415 177 3,59

　

2

較
一
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12 委 託 料 3,512 ○健康

区

教室実施業務委託料

　分 金　額

20 貸 付 金 1 ○出産費資金貸付金 出産費資金の貸付に係る経費です。

24 積 立 金 32 ○保険給付費等支払基金積立金（利 保険給付費等支払基金への積立金です。

  子）

22 償 還 金 、 利 子 20,000 ○一般被保険者保険税過年度還付金 国民健康保険税の更正による減額等に係る

及 び 割 引 料 還付金です。

10 需 用 費 78 ○消耗品費 国民健康保険保険者が行う保健事業の普及

11 役 務 費 5,890 ○郵送料 に係る経費です。

10 需 用 費 107 ○印刷製本費 保養施設利用者助成に係る経費です。

18 負 担 金 、 補 助

（

3,945 ○保養施設

単

助成金

位：

及 び 交

千

付 金

円）

18 負 担 金 、 補 助 806 ○埼玉県コバトン健康マイレージ助 健康マイレージ事業助成に係る経費です。

及 び 交 付 金   成金

節

10 需 用 費 178 ○印刷製本費 人間ドック受診者助成に係る経費

説

です。

　　

12

明

委 託 料 2,894 ○人

事

間ドック業務委託料

　業

18 負 担 金

　

、 補 助 35,280 ○

概

人間ドック助成金

　要

及 び 交 付 金

18 負 担 金 、 補 助 12,135 ○がん検診助成金 がん検診受診者助成に係る経費です。

及 び 交 付 金

7 報 償 費 80 ○講師謝礼 健康づくり運動教室に係る経費です。
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比　

1 予備費 1

較

0,000 10,00

一

0 0 10,000

般財

1 予備費 1

源

0,000 10,000 0 10,000

【国民健康保険課】

計 10,

国

000 10,000 0

県

10,000

支出金 地方債 その他

1 退職被保険者等保険 500 500 0 500

（款

税還付事業

） ８諸

【収納課】

支出

3 一般被保

金

険者還付加算金 500

（

500 0 500

項）

1 一般被保険

１

者還付加 500 500

償

0 500

還金及び還付

算金事業

加算金

【収納課】

4 退職被保険者等還付加算 50 50 0 50

金

1 退職被保険者等

本

還付 50 50 0 50

　年　度　の

加

　

算金事業

財　

【収納課

源

】

　

5 償還

内

金 2 2 0 2

　訳

1 償還金事業 2 2 0 2

特　定　財　

【国民健康保険課】

源

計 21,052 21,052 0 21,052

（款） ８諸支出金 （項）

目

２繰出金

・事

1 一般会計繰出金 1 1

業

0 1

名

1

本

一般会計繰出事業 1 1

　

0 1

年　度 前

【国民健康保険

　

課】

年　

計 1 1 0 1

（款） ９予

度

備費 （項） １予備費
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区

予備

　

費です。

分 金　額

22 償 還 金 、 利 子 500 ○退職被保険者等保険税過年度還付 国民健康保険税の更正による減額等に係る

及 び 割 引 料   金 還付金です。

22 償 還 金 、 利 子 500 ○一般被保険者保険税還付加算金 国民健康保険税の還付に伴う還付加算金で

及 び 割 引 料 す。

（単位：千円）

22 償 還 金 、 利 子 50 ○退職被保険者等保険税還付加算金 国民健康保険税の還付に伴う還付加算金で

及 び 割 引 料 す。

節

22 償 還 金 、 利 子 2 ○保険給付費等交付金（普通交付金 前年度に交付された補助金等の精算に伴う

及 び 割 引 料   ）償還

説

金 1 償還金です。

　　

○保険給付費等

明

交付金（特別交付金

事　

  ）償還金

業

1

　概　要

27 繰 出 金 1 ○一般会計繰出金 一般会計への繰出金です。
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１　特別職

報酬
（千円）

給料
（千円）

期末手当
（千円）

年間支給
率（月分）

その他の
手当

（千円）

計
（千円）

その他の
特別職

16 420 420 420

計 16 420 420 420

その他の
特別職

18 492 492 492

計 18 492 492 492

その他の
特別職

△ 2 △ 72 △ 72 △ 72

計 △ 2 △ 72 △ 72 △ 72

議　員

議　員

給　与　費　明　細　書

区　　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費

共済費
（千円）

合　計
（千円）

備　考

本
年
度

前
年
度

長　等

議　員

比
　
　
較

長　等

長　等
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２　一般職

　（１）　総括

報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

(8)
24

(9)
28

(△ 1)
△ 4

　※職員数欄の（　　）内は、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの

　　通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員（外書き）

備　考
区
分

職員数
（人）

給　　　与　　　費

共済費
（千円）

合　計
（千円）

本
年
度

1,568 75,086 46,566 123,220 24,331 147,551

前
年
度

2,798 86,053 51,605 140,456 28,185 168,641

比
　
較

△ 1,230 △ 10,967 △ 5,039 △ 17,236 △ 3,854 △ 21,090

職
　
　
員
　
　
手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

区　分
扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

住居手当
（千円）

通勤手当
（千円）

時間外
勤務手当
（千円）

管理職手当
（千円）

期末手当
（千円）

本年度 1,656 4,732 1,506 1,384 5,117 2,112 17,665

前年度 2,172 5,393 1,152 1,691 5,713 1,644 20,557

比　　較 △ 516 △ 661 354 △ 307 △ 596 468 △ 2,892

区　分
勤勉手当
（千円）

本年度 12,394

前年度 13,283

比　　較 △ 889

－　　－387



　　ア　会計年度任用職員以外の職員

報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

(0)
20

(0)
22

(0)
△ 2

　※職員数欄の（　　）内は、再任用短時間勤務職員（外書き）

区
分

職員数
（人）

給　　　与　　　費

共済費
（千円）

合　計
（千円）

備　考

本
年
度

0 67,521 44,253 111,774 22,285 134,059

前
年
度

0 77,920 48,671 126,591 25,892 152,483

比
　
較

0 △ 10,399 △ 4,418 △ 14,817 △ 3,607 △ 18,424

職
　
　
員
　
　
手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

区　分
扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

住居手当
（千円）

通勤手当
（千円）

時間外
勤務手当
（千円）

管理職手当
（千円）

期末手当
（千円）

本年度 1,656 4,278 1,506 1,129 5,117 2,112 16,061

前年度 2,172 4,905 1,152 1,404 5,713 1,644 18,398

比　　較 △ 516 △ 627 354 △ 275 △ 596 468 △ 2,337

区　分
勤勉手当
（千円）

本年度 12,394

前年度 13,283

比　　較 △ 889

－　　－388



　　イ　会計年度任用職員

報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

(8)
4

(9)
6

(△ 1)
△ 2

　※職員数欄の（　　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務

　　を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員（外書き）

区
分

職員数
（人）

給　　　与　　　費

共済費
（千円）

合　計
（千円）

備　考

本
年
度

1,568 7,565 2,313 11,446 2,046 13,492

前
年
度

2,798 8,133 2,934 13,865 2,293 16,158

比
　
較

△ 1,230 △ 568 △ 621 △ 2,419 △ 247 △ 2,666

職
　
　
員
　
　
手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

区　分
地域手当
（千円）

通勤手当
（千円）

期末手当
（千円）

本年度 454 255 1,604

前年度 488 287 2,159

比　　較 △ 34 △ 32 △ 555

区　分

本年度

前年度

比　　較

－　　－389



　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区分
増減額
（千円）

（千円）

給　　料 △ 10,967 昇給に伴う増加分 1,114

△ 12,081

職員手当 △ 5,039 △ 1,104

△ 3,935

　（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給料

　　イ　初　任　給　

高　　校　　卒

短　　大　　卒

大　　学　　卒

制度改正に伴う増減分 期末手当

その他の増減分

増減事由別内訳 備考

その他の増減分

160,100 150,600

171,700
採用時の年齢・

職種により異なる。
―　

188,700 182,200

39歳2月

区　　　　　　　　分

久　　　　　喜　　　　　市 国　の　制　度

一般行政職　　（円） 技能労務職　　（円） 一般行政職　　（円）

平     均     年     齢 38歳8月

令和3年1月1日
現在

平均給料月額　　（円） 291,295

平均給与月額　　（円） 344,807

平     均     年     齢

区　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職

令和4年1月1日
現在

平均給料月額　　（円） 288,150

平均給与月額　　（円） 333,245

－　　－390



　　ウ　級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％）

※構成比は、それぞれ四捨五入しているため計と一致しない場合があります。

　　（級別の基準となる職務）

区　　　　　　　　分 ７　　　級 ６　　　級 ５　　　級 ４　　　級 ３　　　級 ２　　　級 １　　　級

一　般　行　政　職 部      長 副　部　長 課      長 課長補佐 係　　　長 主      任 主      事

支給率計

6月（月分） 12月（月分） （月分）

（1.125） （1.125） （2.250）

2.150 2.150 4.300

（1.175） （1.175） （2.350）

2.225 2.225 4.450

（1.125） （1.125） （2.250）

2.150 2.150 4.300

2 9.5

21 100.0

（　）内は、再任用短時間勤務職員（外書き）

２　　　級

6 28.6

有

４　　　級

本年度 有

前年度 有

国の制度

級等による加算措置

　　エ　期末手当・勤勉手当　

区　　　　分
支 給 期 別 支 給 率 職制上の段階、職務の

(  )内は、再任用職員の標準的な支給率

備　　　　考

計

１　　　級

３　　　級 6 28.6

6 28.6

５　　　級 0 0.0

計

令和3年1月1日
現在

７　　　級 0 0.0

６　　　級 1 4.8

１　　　級 9 45.0

15.0

２　　　級 4 20.0

1 5.0

3 15.0

区　　　　　　　　分
一般行政職

令和4年1月1日
現在

７　　　級

４　　　級

0 0.0

20 100.0

６　　　級

0 0.0５　　　級

３　　　級 3

－　　－391



　　オ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当　

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 そ の 他 の

　　　　（月分） 　　　　（月分） 　　　　（月分） 　　　　（月分） 加算措置等

定 年 前 早 期

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置

（2％～45％加算）

定 年 前 早 期

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置

（支給率等） （2％～45％加算）

　　カ　地域手当　

　　キ　その他の手当　

・原動機付自転車等

片道4km以上 　6km未満 4,500円　　

片道6km以上 　8km未満 4,900円　　

片道8km以上 10km未満 5,300円　　

扶　　　養　　　手　　　当 同

住　　　居　　　手　　　当 同

支 給 対 象 職 員 数  （人） 20

国の指定基準に基づく支給率　 （％） 6

区　　　　　　　　分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

異通　　　勤　　　手　　　当

区　　　　分 備　　　　考

支 　 給  　対　  象　  地  　域 久喜市

支         給         率  （％） 6

－　　－392
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